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総合政策研究科修士論文（概要）

 

国地方係争処理委員会における沖縄県と国との
係争に関する考察

－－地方自治の観点から－－

公共政策特別コース　伊藤　修人

　普天間基地の移設をめぐる一連の係争に係る審
査において、国地方係争処理委員会は、「本件是
正の指示が地方自治法に適合するか否かについて
は判断せず」と判断を行わなかった。
　本論文では、地方分権改革により、国と地方と
の対等な関係という国と地方のあるべき姿を実現
するため、紛争を解決する手段として創設された
国地方係争処理委員会が、平成12年（2001年）か
ら平成29年（2017年）の17年間の中で、どのよう
な係争を審査し、どのような判断を下し、そして
今回の沖縄の普天間基地の移設をめぐる一連の係
争で、どのような判断を下したのかを明らかにし、
その在り方について考察する。
　第1章では、「自治体と国との係争が起こる背景
には、当該自治体の住民の多数が国の政策に反対
しているという事実があり、裁判所等、国の行政
権から十分独立した中立な機関の判断を経ずに国
の方針を優先させることが地方自治の本旨に照ら
して妥当か否かについては慎重な検討が必要であ
る」、との懸念が、地方分権改革の以前から挙がっ
ていたことを明らかにした。
　また、国地方係争処理委員会の設置に係る経緯
を説明するため、第一次地方分権改革に焦点をあ
て、地方分権推進委員会の組織と五次に渡って発
表された勧告を整理した。さらに、勧告を基に地
方分権一括法により改正された地方自治法では、
国地方係争処理委員会の審査の範囲は国の普通地
方公共団体に対する関与に限定されたことも明ら
かにした。
　第2章では、国地方係争処理委員会の制度や審

査の手続きを示し「国の関与」に関する審査の申
出を処理するというその役割を明らかにするとと
もに、国地方係争処理委員会に審査の申出が行わ
れた横浜市と新潟県の係争の事例を整理し、「国
と地方との新しい関係」＝「対等・協力の関係」に
資する係争処理機関として設置された、国地方係
争処理委員会の判断を明らかにした。
　第3章では、本件係争に至るまでには、米軍基
地の存在に起因する多くの事件・紛争・訴訟があ
り、沖縄県の基地負担の軽減が進まない憤りと基
地問題への抜本的な解決を図ろうとしない政府へ
の反発が本件係争の背景にあり、また、本件係争
に係り提出された国土交通省と沖縄県双方の主張
書面を整理し主たる争点は「翁長知事の本件埋立
承認取消処分に裁量権の逸脱・濫用があったか」、
「仲井眞前知事の本件埋立承認処分に瑕疵があっ
たか」の2点に集約されることを明らかにした。
　また、｢本件是正の指示が地方自治法に適合する
か否かについては判断せず、上記見解をもって委
員会の審査の結論とする」、と沖縄県の要求した
勧告に対しての是非を判断しなかった。この判断
に至るにあたり、国地方係争処理委員会が、国と
地方との対等・協力の関係に資する係争処理機関
として設置された以上、純粋に、国の関与の違法
性及び不当性を肯定ないし否定する勧告を行うこ
とが難しいことが明らかにした。
　以上が、本論文で明らかにしたことである。
　結局のところ、本件係争に限らず、国地方係争
処理委員会に審査の申出が行われる過程において
は、常に国と地方公共団体との対立がある。
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　国地方係争処理委員会が指摘している通り、係
争の背景にある「議論を深めるための共通基盤づ
くりが不十分な状態」では、「肯定、否定のいず
れかの判断をしたとしても、国と地方のあるべき
関係を両者間に構築することに資すとは考えられ
ない」との判断は、本件係争に限らず普遍的に国
地方係争処理委員会が抱える問題点であると考え
られる。
　この判断が、導き出されるということは、国地
方係争処理委員会が「国と地方公共団体の間に
立って、中立・公平な立場から国の関与について
審査し勧告を行う権威ある機関」という地方分権
改革で示された当初の設置目的を意識しているこ
との表れと推察できる。
　しかしこれは、社会の期待する「国と地方公共
団体の間に立って、中立・公平な立場から国の関
与について審査し勧告を行う権威ある機関」＝「国
と地方との対立を裁く機関」という認識とずれが
生じ、国地方係争処理委員会は結論を出せない機
関との認識を与えるものと推察される。
　このような現状では、国地方係争処理委員会は、
「肯定、否定のいずれかの判断をしたとしても、
国と地方のあるべき関係を両者間に構築すること
に資すとは考えられない」との判断しか下せない
ものと推察される。
　社会は、国地方係争処理委員会が「国と地方と
の対立を裁く機関」である、という認識を改め、「議
論を深めるための共通基盤づくりの場」として活
用することが国地方係争処理委員会のあるべき姿
であると考察される。　　
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